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父
親
休
暇
、
最
長
六
カ
月
に

拡
大

　

新
た
に
子
供
を
持
つ
父
親
が
育
児

の
た
め
に
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る

休
暇
の
期
間
が
、
四
月
か
ら
大
幅
に

延
長
さ
れ
た
。
従
来
、
母
親
の
み
に

認
め
ら
れ
て
い
た
一
年
間
の
休
暇
の

半
分
を
、
父
親
が
替
わ
り
に
取
得
す

る
こ
と
が
出
来
る
よ
う
に
す
る
も
の

で
、
政
府
や
シ
ン
ク
タ
ン
ク
は
、
制

度
改
正
に
よ
る
大
き
な
影
響
は
な
い

と
み
て
い
る
が
、
企
業
な
ど
の
間
で

は
人
員
調
整
な
ど
の
コ
ス
ト
増
が
懸

念
さ
れ
て
い
る
。

　

従
来
の
制
度
は
、
母
親
に
対
し
て
、

出
産
ま
た
は
養
子
受
け
入
れ
か
ら
最

長
五
二
週
の
出
産
休
暇
（m

aternity 
leave

）
と
三
九
週
の
法
定
給
付

（statutory m
aternity pay

）
の
権

利
を
認
め
る
一
方
、
父
親
に
対
し
て

は
最
長
二
週
間
の
休
暇
（paternity 

leave

）
と
こ
の
間
の
法
定
給
付
の

み
を
認
め
て
い
た（
１
）。
父
親
休
暇

に
関
す
る
今
回
の
改
正
は
、
現
行
の

二
週
間
に
加
え
て
、
母
親
が
復
職
等

で
法
定
の
権
利
よ
り
二
週
間
以
上
短

く
休
暇
を
終
了
す
る
場
合
、
出
産
等

か
ら
二
一
週
目
以
降
で
あ
れ
ば
、
残

余
期
間
の
う
ち
最
長
二
六
週
ま
で
の

休
暇
を
父
親
が
申
請
す
る
こ
と
が
で

き
る
と
す
る
も
の
だ
。
二
〇
一
一
年

四
月
以
降
に
出
産
・
養
子
受
け
入
れ

に
よ
っ
て
子
供
を
得
る
カ
ッ
プ
ル
に

適
用
さ
れ
、
出
産
等
を
予
定
し
て
い

る
週
の
一
五
週
前
（
雇
用
主
に
対
す

る
申
請
期
限
）
ま
で
に
勤
続
期
間
が

二
六
週
を
超
え
て
い
る
こ
と
、
給
与

水
準
が
社
会
保
険
加
入
対
象
の
下
限

額
（low

er earnings lim
it

）
以
上

で
あ
る
こ
と
が
要
件
と
な
る
。

　

休
暇
期
間
中
の
法
定
給
付
に
つ
い

て
は
、
母
親
向
け
と
同
様
の
条
件
が

適
用
さ
れ
る
。
最
初
の
六
週
間
は
平

均
給
与
額
の
九
割
、
以
降
三
九
週
ま

で
は
定
額
の
法
定
給
付
（
二
〇
一
一

年
四
月
時
点
で
週
一
二
八
・
七
三
ポ

ン
ド
）
ま
た
は
平
均
給
与
額
の
九
割

の
う
ち
い
ず
れ
か
低
い
方
の
額
を
支

給
す
る
も
の
で
、
支
払
い
は
直
接
的

に
は
雇
用
主
が
行
い
、
九
二
％
（
小

規
模
企
業
の
場
合
は
全
額
）
が
政
府

に
よ
り
還
付
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、
自

営
業
な
ど
で
受
給
資
格
が
な
い
場
合

は
、
過
去
一
三
週
に
わ
た
る
国
民
保

険
料
へ
の
加
入
を
条
件
に
、
法
定
給

付
と
同
額
の
出
産
手
当
（m

aternity 
allow

ance

）
ま
た
は
平
均
給
与
額

の
九
割
の
う
ち
い
ず
れ
か
低
い
額
が

支
給
さ
れ
る
。

　

出
産
休
暇
と
父
親
休
暇
は
い
ず
れ

も
一
九
九
九
年
に
制
度
化
さ
れ
て
以

降
、
資
格
要
件
と
な
る
勤
続
期
間
の

短
縮
（
一
〇
四
週
か
ら
二
六
週
へ
）

や
、
出
産
休
暇
手
当
の
支
給
期
間
延

長
（
一
八
週
か
ら
三
九
週
へ
）
な
ど
、

制
度
の
拡
充
が
継
続
的
に
行
な
わ
れ

て
き
た
。
今
回
の
父
親
休
暇
の
延
長

も
、
関
連
の
制
度
改
正
を
可
能
と
す

る
法
律
が
二
〇
〇
六
年
に
成
立
し
て

以
降
、
具
体
的
な
実
施
方
法
に
関
し

て
前
労
働
党
政
権
が
調
整
を
進
め
て

い
た（
２
）が
、
代
表
的
な
労
使
団
体

で
あ
る
労
働
組
合
会
議
（
Ｔ
Ｕ
Ｃ
）

や
イ
ギ
リ
ス
産
業
連
盟
（
Ｃ
Ｂ
Ｉ
）

が
賛
意
を
示
す
傍
ら
、
経
営
側
の
一

部
か
ら
は
、
複
雑
な
手
続
き
や
人
員

調
整
な
ど
の
負
担
増
を
理
由
に
消
極

論
が
根
強
か
っ
た
。
例
え
ば
イ
ギ
リ

ス
商
業
会
議
所
（
Ｂ
Ｃ
Ｃ
）
の
調
査

で
は
、
回
答
企
業
一
三
〇
〇
社
の
五

二
％
が
父
親
休
暇
の
導
入
は
損
失
に

つ
な
が
る
と
み
て
お
り
、
小
企
業
連

盟
（
Ｆ
Ｓ
Ｂ
）
の
会
員
企
業
に
対
す

る
調
査
も
同
様
の
結
果
を
示
し
て
い

る（
３
）。
民
間
の
チ
ャ
リ
テ
ィ
団
体

W
orking F

am
ilies

が
こ
の
三
月

に
実
施
し
た
調
査
で
は
、
回
答
企
業

二
五
〇
社
の
四
割
が
制
度
改
正
に
未

対
応
で
あ
る
と
回
答
、
た
だ
し
そ
の

多
く
は
、
今
後
二
カ
月
の
う
ち
に
必

要
な
人
事
制
度
の
改
定
を
行
な
う
と

し
て
い
る
。
一
方
、
既
に
制
度
改
正

に
対
応
済
み
と
回
答
し
た
企
業
の
約

二
割
は
、
最
初
の
六
週
間
に
つ
い
て

法
定
基
準
を
超
え
る
給
与
の
全
額
支

給
を
予
定
し
て
い
る
と
い
う
。

　

シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
人
材
開
発
協
会

（
Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｄ
）
は
、
現
在
の
父
親
休

暇
手
当
の
給
付
額
が
低
い
こ
と
や
、

制
度
の
普
及
に
は
社
会
的
な
意
識
の

変
化
が
必
要
で
あ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、

現
状
で
は
申
請
者
が
急
激
に
増
え
る

こ
と
は
な
い
と
み
て
い
る（
４
）。
平

等
人
権
委
員
会
（
Ｅ
Ｈ
Ｒ
Ｃ
）
が
二

〇
〇
九
年
に
実
施
し
た
調
査
に
よ
れ

ば
、
休
暇
取
得
を
希
望
す
る
父
親
の

う
ち
、
三
六
％
は
休
暇
を
取
得
し
た

場
合
に
仕
事
へ
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

を
疑
わ
れ
る
こ
と
を
、
ま
た
四
四
％

は
昇
進
に
支
障
が
出
る
こ
と
を
、
そ

れ
ぞ
れ
懸
念
し
て
い
る
。

　

政
府
は
、
両
親
が
同
時
に
休
暇
を

取
得
で
き
る
よ
う
に
す
る
な
ど
、
さ

ら
な
る
制
度
の
柔
軟
化
に
意
欲
を
示

し
て
い
る
。
し
か
し
、
同
じ
く
四
月

に
開
始
さ
れ
た
法
定
定
年
年
齢
の
段

階
的
な
廃
止（
一
〇
月
に
完
了
予
定
）

や
派
遣
労
働
規
則
の
施
行（
一
〇
月
）、

あ
る
い
は
来
年
度
の
年
金
制
度
の
改

正
な
ど
、
既
に
予
定
さ
れ
て
い
る
規

制
の
導
入
に
対
す
る
企
業
の
負
担
感

は
大
き
く
、
景
気
や
雇
用
の
回
復
に

は
規
制
緩
和
が
必
要
で
あ
る
と
の
反

発
が
予
想
さ
れ
る（
５
）。

［
注
］

１
．
出
産
休
暇
は
、
出
産
か
ら
最
初
の
六

カ
月
が
通
常
出
産
休
暇
（ordinary 

m
aternity leave

）、
続
く
六
カ
月
が
追

加
出
産
休
暇
（additional m

aternity 
leave

）
と
し
て
区
分
さ
れ
、
同
様
に
父

親
休
暇
に
つ
い
て
も
、
従
来
の
二
週
間

が
通
常
休
暇
（ordinary paternity 

leave

）、
新
た
な
延
長
分
が
追
加
休
暇

（additional paternity leave

）と
な
る
。

２
．
本
来
は
、
出
産
休
暇
給
付
の
支
給
期

間
延
長
（
三
九
週
か
ら
五
二
週
へ
）
と

併
せ
て
二
〇
一
〇
年
に
は
導
入
が
予
定

さ
れ
て
い
た
が
、
不
況
の
影
響
か
ら
、

父
親
休
暇
に
つ
い
て
は
一
年
、
出
産
休

暇
給
付
の
期
間
延
長
に
つ
い
て
は
無
期

限
に
先
送
り
と
な
っ
た
。

３
．
会
員
企
業
の
五
三
％
が
、「
父
親
休
暇

は
複
雑
す
ぎ
る
」
と
回
答
。
小
規
模
企

業
の
場
合
、
雇
用
主
の
支
払
う
手
当
は

政
府
か
ら
全
額
還
付
さ
れ
る
が
、
そ
れ

で
も
人
員
調
整
や
支
払
い
に
か
か
る
コ

ス
ト
の
増
加
が
避
け
ら
れ
な
い
と
Ｆ
Ｓ

Ｂ
は
主
張
し
て
い
る
。

４
．
政
府
の
影
響
評
価
は
、
資
格
要
件
を

満
た
す
父
親
は
国
内
で
二
三
万
九
〇
〇

〇
人
、
う
ち
四
～
八
％
（
一
～
二
万
人

に
相
当
）
が
平
均
で
一
三
週
の
休
暇
を

取
得
す
る
と
推
定
し
て
い
る
。

５
．
三
月
に
発
表
し
た
今
年
度
の
予
算
案
で
、

政
府
は
成
長
戦
略
の
一
環
と
し
て
規
制

緩
和
の
実
施
を
打
ち
出
し
て
お
り
、
既

存
の
法
規
制
の
見
直
し
作
業
な
ど
と
並

ん
で
、
一
〇
人
未
満
の
零
細
企
業
や
新

興
企
業
に
対
し
て
は
、
四
月
以
降
に
導

入
さ
れ
る
規
制
の
適
用
を
三
年
間
猶
予

す
る
と
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
ど
の
規

制
が
猶
予
対
象
と
な
る
か
は
明
確
に
さ

れ
て
お
ら
ず
、
今
回
の
父
親
休
暇
の
改

正
に
つ
い
て
も
そ
の
可
能
性
が
い
わ
れ

て
い
た
も
の
の
、「
既
に
導
入
の
た
め
の

法
律
が
施
行
さ
れ
て
い
た
」
こ
と
を
理

由
に
猶
予
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
た
と
い

う
。
Ｂ
Ｃ
Ｃ
は
、
今
後
四
年
間
に
導
入

予
定
の
各
種
の
規
制
は
企
業
に
と
っ
て

二
二
一
・
七
億
ポ
ン
ド
の
負
担
増
と
な

る
と
し
て
い
る
。
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41 イ
ギ
リ
ス
②

最
低
賃
金
額
、
一
〇
月
か
ら

六
・
〇
八
ポ
ン
ド
に
―
若
者

の
雇
用
に
配
慮

　

政
府
は
三
月
七
日
、
今
年
の
最
低

賃
金
の
改
定
額
に
つ
い
て
、
諮
問
機

関
で
あ
る
低
賃
金
委
員
会
の
案
を
了

承
し
た
。
二
一
歳
以
上
の
成
人
向
け

の
最
賃
額
は
、
一
〇
月
か
ら
六
・
〇

八
ポ
ン
ド（
一
五
ペ
ン
ス
―
二
・
五
％

増
）
と
な
る
。
景
気
の
先
行
き
が
不

透
明
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
特
に
若
年

層
の
雇
用
状
況
が
継
続
的
に
悪
化
し

て
い
る
こ
と
な
ど
を
勘
案
、
控
え
目

な
引
き
上
げ
幅
に
留
ま
っ
た
。

　

公
労
使
の
委
員
で
構
成
さ
れ
る
低

賃
金
委
員
会
は
、
毎
年
、
政
府
の
諮

問
を
受
け
て
、
過
去
の
改
定
に
よ
る

経
済
・
雇
用
へ
の
影
響
や
、
平
均
賃

金
・
物
価
の
動
向
を
分
析
し
、
政
労

使
等
の
意
見
も
考
慮
の
う
え
改
定
案

を
決
定
し
て
い
る
。
今
年
の
報
告
書

は
、
不
況
以
降
特
に
悪
化
が
続
い
て

い
る
若
年
層
の
雇
用
状
況
に
焦
点
を

当
て
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。

　

若
年
層
の
雇
用
へ
の
不
況
の
影
響

は
、
と
り
わ
け
一
八
―
二
〇
歳
層
で

顕
著
に
表
れ
、
景
気
回
復
期
に
も
復

調
し
て
い
な
い
。
委
員
会
は
、
若
者

の
賃
金
水
準
が
生
産
性
に
比
し
て
高

い
傾
向
に
あ
る
こ
と
、
さ
ら
に
不
況

期
に
は
若
年
層
の
平
均
的
な
賃
金
水

準
の
伸
び
が
小
さ
か
っ
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
最
低
賃
金
額
の
増
額
が
こ

れ
を
上
回
っ
た
こ
と
が
、
雇
用
不
振

の
一
因
と
な
っ
た
可
能
性
を
示
唆
し

て
い
る（
注
）。
一
方
、
昨
年
一
〇
月

か
ら
新
た
に
最
賃
額
を
設
定
し
た
ア

プ
レ
ン
テ
ィ
ス
（
見
習
い
訓
練
生
）

に
つ
い
て
は
、
業
種
に
よ
っ
て
不
況

の
影
響
が
み
ら
れ
る
も
の
の
、
政
府

の
政
策
的
な
努
力
で
件
数
は
順
調
に

増
加
し
て
お
り
、
最
賃
制
度
の
適
用

は
さ
し
た
る
影
響
を
与
え
て
い
な
い

と
推
定
し
て
い
る
。

　

一
方
、
今
後
の
予
測
と
し
て
、
今

年
の
経
済
成
長
率
は
一
・
七
～
二
％
、

賃
金
上
昇
率
は
二
・
六
％
程
度
（
イ

ン
フ
レ
率
は
第
４
四
半
期
で
二
・

九
％
）
と
委
員
会
は
み
て
い
る
。
経

済
成
長
は
続
く
と
み
ら
れ
る
も
の
の
、

民
間
消
費
の
動
向
に
依
る
と
こ
ろ
が

大
き
く
、
ま
た
下
振
れ
リ
ス
ク
も
存

在
す
る
と
い
う
。
ま
た
労
働
市
場
に

つ
い
て
は
、
歳
出
削
減
の
影
響
で
生

じ
る
公
共
部
門
の
雇
用
減
を
上
回
っ

て
民
間
部
門
の
雇
用
が
増
加
す
る
と

の
政
府
な
ど
の
予
測
を
引
い
て
い
る
。

委
員
会
は
こ
れ
ら
の
分
析
結
果
を
総

合
し
て
、
今
年
一
〇
月
の
改
定
で
は
、

二
一
歳
以
上
向
け
の
基
本
額
を
六
・

〇
八
ポ
ン
ド
（
一
五
ペ
ン
ス
―
二
・

五
％
増
）、
一
八
―
二
〇
歳
向
け
額

を
四
・
九
八
ポ
ン
ド
（
六
ペ
ン
ス
―

一
・
二
％
増
）、
一
六
―
一
七
歳
向

け
額
を
三
・
六
八
ポ
ン
ド
（
四
ペ
ン

ス
―
一
・
一
％
増
）
と
し
、
若
者
向

け
の
最
賃
額
の
改
定
幅
を
低
く
抑
え

た
。
ま
た
昨
年
一
〇
月
よ
り
新
た
に

導
入
さ
れ
た
ア
プ
レ
ン
テ
ィ
ス
向
け

の
額
を
二
・
六
〇
ポ
ン
ド
（
一
〇
ペ

ン
ス
―
四
％
増
）
に
引
き
上
げ
た
。

委
員
会
の
試
算
に
よ
れ
ば
、
八
九
万

三
〇
〇
〇
人
（
三
・
五
％
）
に
影
響

す
る
見
込
み
だ
。

　

な
お
、
問
題
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

ひ
と
つ
は
、
地
方
自
治
体
や
Ｎ
Ｈ
Ｓ

（
全
国
保
健
サ
ー
ビ
ス
）
が
民
間
事

業
者
か
ら
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
調
達
す

る
際
に
、
最
低
賃
金
を
ベ
ー
ス
に
費

用
を
算
定
し
て
い
な
い
点
で
、
委
員

会
は
こ
れ
を
是
正
す
る
よ
う
政
府
に

提
言
し
て
い
る
。
ま
た
、
本
来
最
低

賃
金
が
適
用
さ
れ
る
べ
き
仕
事
に
イ

ン
タ
ー
ン
を
受
け
入
れ
て
、
無
給
で

就
労
さ
せ
る
悪
質
な
雇
用
主
が
み
ら

れ
る
こ
と
に
つ
い
て
も
、
委
員
会
は

懸
念
を
示
し
て
お
り
、
イ
ン
タ
ー
ン

や
そ
の
他
の
就
業
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム

に
対
す
る
最
賃
制
度
の
適
用
に
関
す

る
周
知
徹
底
と
併
せ
て
、
監
督
官
庁

で
あ
る
歳
入
関
税
庁
に
よ
る
取
り
締

り
の
強
化
を
求
め
て
い
る
。

［
注
］

年
齢
層
毎
の
賃
金
の
中
央
値
に
対
す
る
最

賃
額
の
比
率
を
み
る
と
、
二
一
歳
以
上

向
け
額
が
約
五
一
％
で
あ
る
の
に
対
し

て
、
一
八
―
二
〇
歳
向
け
額
は
七
九
％
、

一
六
―
一
七
歳
向
け
額
は
七
一
％
と
い

ず
れ
も
高
い
。

【
参
考
資
料
】
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ア
メ
リ
カ
①

四
月
四
日
、
全
米
規
模
で
公

務
員
労
組
支
援
の
運
動
が
ス

タ
ー
ト

　

ア
メ
リ
カ
の
労
働
組
合
の
ナ
シ
ョ

ナ
ル
セ
ン
タ
ー
、
Ａ
Ｆ
Ｌ–

Ｃ
Ｉ
Ｏ

（
ア
メ
リ
カ
労
働
総
同
盟
産
別
会
議
）

は
、「
我
々
は
ひ
と
つ
（W

e A
re 

O
ne

）」
と
題
し
た
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

を
四
月
四
日
に
全
米
各
州
で
ス
タ
ー

ト
さ
せ
た
。
こ
れ
は
、
ウ
ィ
ス
コ
ン

シ
ン
州
を
は
じ
め
と
し
て
全
米
一
二

州
で
起
こ
っ
て
い
る
公
務
員
労
組
権

利
に
制
限
を
か
け
る
と
い
う
反
組
合

的
な
動
き
に
対
抗
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

四
月
四
日
は
キ
ン
グ
牧
師
が
フ
ィ

ラ
デ
ル
フ
ィ
ア
で
暗
殺
さ
れ
た
日
だ
。

こ
の
日
、
キ
ン
グ
牧
師
は
公
共
部
門

の
労
働
者
が
団
体
交
渉
権
を
求
め
て

行
っ
て
い
た
ス
ト
ラ
イ
キ
を
率
い
て

い
た
。
公
民
権
運
動
の
旗
手
と
し
て

知
ら
れ
る
キ
ン
グ
牧
師
は
、
労
働
運

動
の
さ
な
か
に
暗
殺
さ
れ
た
。
そ
の

た
め
、
四
月
四
日
が
公
務
員
労
組
の

権
利
を
守
る
象
徴
的
な
日
と
し
て
選

ば
れ
た
。

さ
ま
ざ
ま
な
労
働
組
織
が
運
動
に

結
集

　

こ
の
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
に
は
い
く
つ

か
の
特
徴
的
な
こ
と
が
あ
る
。
そ
れ

は
、
労
働
組
合
だ
け
で
な
い
さ
ま
ざ

ま
な
組
織
が
結
集
し
た
こ
と
と
、

フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
な
ど
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
を
通
じ
た
ソ
ー
シ
ャ
ル
・

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ー
ビ
ス
が
活
用
さ

れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。

　

労
働
組
合
員
以
外
の
組
織
と
は
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
レ
ベ
ル
の
活
動
家
、

人
権
活
動
家
、
大
学
生
、
宗
教
家
な

ど
か
ら
な
る
。

　

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
レ
ベ
ル
の
活
動

家
は
、
ア
メ
リ
カ
の
労
働
法
、
Ｎ
Ｌ

Ｒ
Ａ
（
全
国
労
働
関
係
法
）
の
制
約

に
よ
り
労
働
組
合
を
組
織
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
労
働
者
の
労
働
条
件
向

上
や
権
利
擁
護
な
ど
に
取
り
組
ん
で

い
る
者
で
あ
る
。
大
学
生
は
、
ロ
ー

ス
ク
ー
ル
、
社
会
福
祉
学
部
、
神
学

部
な
ど
の
学
生
が
中
心
と
な
っ
て
い

る
。
宗
教
家
は
、
キ
リ
ス
ト
教
に
限

ら
ず
さ
ま
ざ
ま
な
宗
派
か
ら
な
り
、

「
労
働
に
正
義
を
」
の
合
言
葉
で
集

ま
っ
た
。
ま
た
、
Ａ
Ｆ
Ｌ–

Ｃ
Ｉ
Ｏ

の
地
域
別
の
組
織
で
あ
る
協
議
会
や
、

労
働
組
合
と
さ
ま
ざ
ま
な
労
働
関
連

組
織
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
を

行
う
ジ
ョ
ブ
ズ
・
ウ
ィ
ズ
・
ジ
ャ
ス

テ
ィ
ス
と
い
っ
た
組
織
も
参
加
し
て

い
る
。

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
た
ソ
ー

シ
ャ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
活
用
は
、

現
場
で
起
こ
っ
て
い
る
こ
と
が
写
真

や
動
画
な
ど
に
よ
り
即
座
に
全
米
中

に
伝
わ
っ
て
い
く
と
い
う
効
果
を
も

た
ら
し
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
、
労
働
組
合
以
外
の
組
織

と
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
た
ソ
ー

シ
ャ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
活
用
は
相

互
に
連
携
し
あ
い
、
広
が
り
を
み
せ

て
い
る
。

世
論
調
査
は
組
合
支
持
が
若
干
上

回
る

　

公
務
員
労
組
権
利
の
制
限
に
関
連

し
た
議
論
は
複
雑
な
問
題
も
含
ん
で

い
る
。

　

そ
れ
は
、
州
財
政
の
改
善
を
目
的

と
し
た
公
務
員
の
労
務
コ
ス
ト
引
き

下
げ
の
必
要
性
で
あ
る
。
こ
れ
に
は
、

労
働
条
件
低
下
の
足
か
せ
と
な
る
公



海外労働事情

Business Labor Trend 2011.6

42

務
員
労
組
の
権
利
を
剥
奪
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
い
う
主
張
が
あ
る
。

こ
れ
が
今
回
の
問
題
を
引
き
起
こ
し

た
論
点
で
あ
る
。
公
務
員
労
組
側
は

団
体
交
渉
権
、
団
結
権
と
い
っ
た
労

働
組
合
の
基
本
的
権
利
を
維
持
す
る

た
め
に
労
働
条
件
低
下
を
受
け
入
れ

る
選
択
を
州
政
府
側
に
提
示
し
た
。

そ
れ
で
も
な
お
、
共
和
党
出
身
の
知

事
達
は
公
務
員
労
組
権
利
の
制
限
を

撤
回
し
て
い
な
い
。
つ
ま
り
、
公
務

員
労
組
権
利
制
限
と
州
財
政
状
況
の

改
善
に
直
接
の
因
果
関
係
が
も
は
や

存
在
し
な
い
の
で
あ
る
。

　

次
に
、
州
財
政
が
悪
化
す
る
中
で

公
務
員
人
件
費
の
低
下
が
や
む
を
得

な
い
こ
と
だ
と
し
て
も
、
合
理
的
な

妥
協
点
が
ど
こ
に
あ
る
の
か
と
い
う

こ
と
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
疑
問
に
関
し
、
民
間
調

査
会
社
、
新
聞
、
テ
レ
ビ
等
は
多
く

の
世
論
調
査
を
実
施
し
て
い
る
。
た

と
え
ば
、
公
務
員
労
組
権
利
制
限
と

増
税
の
ど
ち
ら
を
選
択
す
る
か
、
と

い
う
設
問
も
あ
る
。
こ
の
場
合
、
増

税
を
選
択
す
る
回
答
も
少
な
く
な
い
。

　

四
月
一
日
に
は
、
州
知
事
と
労
働

組
合
の
ど
ち
ら
を
支
持
す
る
か
と
い

う
調
査
結
果
を
、
民
間
調
査
会
社

ギ
ャ
ラ
ッ
プ
社
が
発
表
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
れ
ば
、
労
働
組
合
を
支

持
す
る
と
し
た
回
答
が
四
八
％
だ
っ

た
の
に
対
し
、
州
知
事
を
支
持
す
る

と
し
た
回
答
は
三
九
％
に
と
ど
ま
る

な
ど
、
労
働
組
合
支
持
が
州
知
事
を

上
回
っ
て
い
る
。

　

公
務
員
労
組
を
支
援
す
る
動
き
は
、

民
間
、
公
的
の
枠
を
こ
え
た
労
働
組

合
の
運
動
と
な
っ
て
い
る
だ
け
で
な

く
、
学
生
、
宗
教
、
人
権
問
題
、
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
い
っ
た
組
織
を
巻
き

込
ん
だ
幅
広
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

【
参
考
資
料
】
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ア
メ
リ
カ
②

二
〇
一
〇
年
の
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
平

均
報
酬
総
額
は
平
均
的
労
働

者
の
三
四
三
倍

　

四
月
一
九
日
、
Ａ
Ｆ
Ｌ–

Ｃ
Ｉ
Ｏ

は
、
運
営
す
る
サ
イ
ト
、
経
営
幹
部

二
〇
一
一
年
報
酬
ウ
ォ
ッ
チ
（2011 

E
xecutive P

ayW
atch

）
で
、
二

〇
一
〇
年
の
Ｃ
Ｅ
Ｏ
（
最
高
経
営
責

任
者
）
の
平
均
報
酬
総
額
が
一
一
四

〇
万
ド
ル
だ
っ
た
と
公
表
し
た
。
こ

れ
は
二
〇
〇
九
年
比
で
二
三
％
増
で

あ
る
。

　

こ
の
調
査
は
、
企
業
の
信
用
格
付

け
を
行
う
投
資
情
報
会
社
ス
タ
ン

ダ
ー
ド
・
ア
ン
ド
・
プ
ア
ー
ズ
の
株

式
指
数
と
な
る
五
〇
〇
企
業
の
う
ち

の
二
九
九
社
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
の
企
業
の
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
報
酬

総
額
は
三
四
億
ド
ル
だ
っ
た
。

　

Ａ
Ｆ
Ｌ–

Ｃ
Ｉ
Ｏ
に
よ
れ
ば
、
平

均
的
な
労
働
者
と
経
営
幹
部
の
報
酬

の
差
は
、
二
〇
一
〇
年
で
三
四
三
倍

と
の
こ
と
で
あ
る
。
一
九
八
〇
年
で

四
二
倍
だ
っ
た
も
の
が
、
二
〇
〇
〇

年
に
は
五
二
五
倍
ま
で
拡
大
し
、

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後
の
景
気
後

退
に
よ
っ
て
若
干
縮
ま
っ
た
も
の
の
、

二
〇
一
〇
年
に
再
び
拡
大
し
て
き
て

い
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

【
参
考
資
料
】
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A
FL

-C
IO

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
（http://w

w
w

.

afl
cio.org/corporatew

atch/payw
atch/

）

二
〇
一
一
年
四
月
二
七
日
閲
覧

ア
メ
リ
カ
③

若
干
低
下
傾
向
だ
が
依
然
、

高
い
若
年
失
業
率

　

ア
メ
リ
カ
労
働
省
労
働
統
計
局
は

四
月
八
日
、
高
校
卒
業
者
の
大
学
進

学
率
、
高
校
中
退
者
お
よ
び
大
学
未

進
学
者
の
労
働
参
加
率
、
失
業
率
を

公
表
し
た
。
対
象
期
間
は
二
〇
〇
九

年
一
〇
月
か
ら
二
〇
一
〇
年
一
月
ま

で
。

　

こ
れ
に
よ
れ
ば
、
一
六
歳
か
ら
二

四
歳
の
若
年
者
の
う
ち
五
八
％
が
在

学
中
だ
っ
た
。
在
学
し
て
い
な
い
若

年
者
一
五
九
〇
万
人
の
う
ち
、
男
性

八
四
％
、
女
性
七
五
％
が
労
働
力
人

口
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
う
ち
、
男

性
一
九
・
八
％
、
女
性
一
七
・
五
％

が
失
業
状
態
に
あ
る
。
調
査
対
象
期

間
の
前
年
と
比
較
す
る
と
、
男
性
が

五
・
五
ポ
イ
ン
ト
減
（
二
三
・
〇
％
）、

女
性
が
〇
・
七
ポ
イ
ン
ト
増
（
一
六
・

八
％
）
と
、
男
性
若
年
失
業
率
が
低

下
傾
向
に
あ
る
。

　

ア
メ
リ
カ
で
は
高
校
ま
で
が
義
務

教
育
と
な
っ
て
い
る
が
、
高
校
中
退

者
の
約
五
四
％
が
労
働
力
人
口
と

な
っ
て
い
る
。
そ
の
う
ち
の
失
業
率

は
四
二
・
七
％
と
著
し
く
高
い
も
の

の
、調
査
対
象
期
間
の
前
年
は
五
五
・

一
％
で
あ
り
、
低
下
傾
向
が
み
ら
れ

る
。

　

ま
た
、高
校
卒
業
者
の
六
八
・
六
％

が
、
四
年
制
も
し
く
は
二
年
制
の
大

学
に
進
学
し
て
い
る
。
進
学
し
な

か
っ
た
者
の
う
ち
、
七
七
・
〇
％
が

労
働
力
人
口
と
な
っ
た
。
そ
の
う
ち

の
失
業
率
は
三
三
・
四
％
で
、
調
査

対
象
期
間
前
年
の
三
五
・
〇
％
と
比

較
す
る
と
、
中
退
者
と
同
様
に
低
下

傾
向
が
み
ら
れ
る
。

　

し
か
し
、
同
時
期
の
全
米
の
失
業

率
が
九
・
七
％
だ
っ
た
こ
と
と
比
較

す
る
と
い
ぜ
ん
と
し
て
高
止
ま
り
し

て
い
る
。

【
参
考
資
料
】
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ド
イ
ツ

高
度
外
国
人
材
の
国
外
資
格

認
定
を
簡
素
化

　

メ
ル
ケ
ル
首
相
率
い
る
連
立
内
閣

は
三
月
二
三
日
、
国
外
の
専
門
資
格

等
を
有
す
る
外
国
人
の
資
格
認
定
手

続
き
を
簡
素
化
す
る
法
案
を
閣
議
決

定
し
た
。
法
案
が
成
立
す
れ
ば
、
現

在
ド
イ
ツ
に
在
住
す
る
約
三
〇
万
人

の
外
国
人
が
そ
の
恩
恵
を
受
け
る
見

込
み
。
法
案
は
、
連
邦
議
会
お
よ
び

連
邦
参
議
院
で
の
審
議
を
経
て
今
年

後
半
に
成
立
す
る
と
見
ら
れ
て
い
る
。

法
案
の
概
要

　

今
回
閣
議
決
定
さ
れ
た
職
業
資
格

認
定
改
正
法
案
（A

nerkennungs-
gesetz

）
は
、
昨
年
一
〇
月
に
政
府

が
発
表
し
た
包
括
的
な
移
民
の
社
会

的
統
合
強
化
案
の
一
環
と
し
て
秋
か

ら
検
討
が
重
ね
ら
れ
て
き
た
も
の
。

外
国
人
労
働
者
、
特
に
認
定
に
時
間

が
か
か
る
Ｅ
Ｕ
域
外
で
専
門
技
術
を

習
得
し
た
熟
練
労
働
者
の
資
格
認
定

を
簡
素
化
す
る
こ
と
で
、
高
度
な
技

術
を
有
す
る
外
国
人
の
受
け
入
れ
を

促
進
す
る
の
が
目
的
で
あ
る
。
Ｅ
Ｕ

域
内
の
労
働
者
は
、
建
築
家
や
医
師
、

看
護
師
な
ど
一
部
の
専
門
的
職
業
の

相
互
承
認
に
関
す
る
基
準
な
ど
を
定

め
た
「
Ｅ
Ｕ
専
門
職
業
資
格
相
互
承

認
指
令（
１
）」
が
あ
り
、
資
格
認
定

は
比
較
的
容
易
に
な
っ
て
い
る
。
そ

の
一
方
で
、Ｅ
Ｕ
域
外
の
外
国
教
育
・

訓
練
機
関
で
資
格
を
得
た
者
は
公
式

に
認
定
さ
れ
る
ま
で
、
試
験
・
実
習
・

面
接
な
ど
一
連
の
過
程
を
経
な
け
れ

ば
な
ら
ず
、
場
合
に
よ
っ
て
数
年
か

か
る
ケ
ー
ス
も
あ
っ
た
。
こ
う
し
た

事
態
を
改
善
す
る
た
め
、
改
正
法
案

で
は
申
請
か
ら
認
定
ま
で
全
て
の
手

続
き
を
三
カ
月
以
内
と
す
る
こ
と
を

定
め
て
い
る
。

　

法
案
で
は
、
約
五
〇
〇
の
職
種
が

認
定
対
象
と
な
る
予
定
だ
が
、
そ
の
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中
に
は
、
職
業
訓
練
法
（B

B
iG

）

に
基
づ
く
約
三
五
〇
の
国
家
公
認
訓

練
職
種（
２
）も
含
ま
れ
て
い
る
。

　

こ
の
ほ
か
連
邦
政
府
で
は
な
く
、

州
政
府
が
主
に
規
制
し
て
い
る
教
師

や
技
術
職
も
影
響
を
受
け
る
こ
と
に

な
り
、
資
格
認
定
に
向
け
た
関
連
州

法
の
整
備
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。

　
約
三
〇
万
人
の
有
資
格
外
国
人
に

恩
恵

　

政
府
は
、
法
案
が
成
立
し
た
場
合
、

国
外
資
格
の
認
定
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
ず
に
い
る
ド
イ
ツ
在
住
の
約
三

〇
万
人
の
外
国
人（
３
）が
恩
恵
を
受

け
る
と
推
定
し
て
い
る
。
三
〇
万
人

の
う
ち
、
約
二
五
万
人
が
職
業
訓
練

修
了
レ
ベ
ル
、
約
二
万
三
〇
〇
〇
人

が
マ
イ
ス
タ
ー
も
し
く
は
熟
練
工
レ

ベ
ル
、
約
一
万
六
〇
〇
〇
人
が
大
卒

な
ど
の
高
等
教
育
修
了
レ
ベ
ル
と

な
っ
て
い
る
。
今
後
は
認
定
手
続
き

の
簡
素
化
に
よ
っ
て
、
ド
イ
ツ
国
外

に
い
る
熟
練
労
働
者
の
受
け
入
れ
促

進
に
つ
な
が
る
こ
と
も
期
待
さ
れ
て

い
る
。

好
景
気
で
不
足
す
る
熟
練
労
働
者

　

ド
イ
ツ
は
欧
州
の
中
で
も
低
い
失

業
率
が
続
き
、
好
調
な
景
気
回
復
の

中
で
深
刻
な
熟
練
労
働
者
不
足
に

陥
っ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
商
工
会
議
所

（
Ｄ
Ｉ
Ｈ
Ｋ
）
は
、
現
在
約
四
〇
万

人
の
熟
練
労
働
者
―
特
に
エ
ン
ジ
ニ

ア
や
機
械
工
な
ど
―
が
不
足
し
て
お

り
、
そ
の
影
響
で
す
で
に
約
一
％
の

経
済
成
長
率
が
喪
失
、
継
続
す
れ
ば

今
後
さ
ら
な
る
経
済
へ
の
悪
影
響
が

あ
る
と
主
張
し
て
い
る
。
Ｄ
Ｉ
Ｈ
Ｋ

の
試
算
に
よ
る
と
、
好
景
気
の
ほ
か
、

少
子
高
齢
化
が
急
速
に
進
展
す
る
中

で
、
今
後
一
五
年
間
に
約
五
〇
〇
万

人
の
労
働
力
が
不
足
す
る
。
そ
の
た

め
熟
練
し
た
技
能
を
持
つ
外
国
人
労

働
者
が
必
要
だ
と
し
て
い
る
。
で
な

け
れ
ば
何
百
万
人
分
も
の
税
収
入
や

投
資
が
減
り
、
ド
イ
ツ
の
年
金
・
医

療
制
度
に
も
大
き
な
支
障
が
生
じ
る

と
予
測
す
る
。

　

ま
た
、
ド
イ
ツ
医
師
労
働
組
合

（M
arburger B

und

）
に
よ
る
と
、

医
師
不
足
も
深
刻
で
、
ド
イ
ツ
全
土

の
病
院
で
約
一
万
二
〇
〇
〇
人
、
一

般
開
業
医
は
約
三
〇
〇
〇
人
不
足
し

て
い
る
と
言
う
。

　
法
案
適
用
に
懸
念
の
声
、
職
種
限

定
案
も

　

一
方
、
最
大
野
党
の
社
会
民
主
党

（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
）
か
ら
は
、
国
外
の
資
格

が
非
常
に
多
種
多
様
な
た
め
、
実
施

段
階
で
混
乱
が
生
じ
る
の
で
は
な
い

か
と
懸
念
す
る
声
が
上
が
っ
て
い
る
。

　

法
案
成
立
後
の
実
際
の
適
用
に
当

た
っ
て
は
、
国
外
資
格
を
持
つ
外
国

人
が
、
資
格
認
定
の
有
無
に
つ
い
て

問
い
合
わ
せ
や
申
請
を
す
る
専
用
の

中
央
窓
口
が
設
け
ら
れ
る
予
定
で
あ

る
。
認
定
担
当
者
は
、
世
界
中
の
職

業
資
格
や
認
定
基
準
に
関
す
る
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
を
用
い
て
各
人
の
資
格
認

定
の
有
無
を
三
カ
月
以
内
に
判
断
す

る
。
ま
た
、
そ
の
際
に
資
格
そ
の
も

の
が
ド
イ
ツ
国
内
で
通
用
す
る
の
か
、

そ
れ
と
も
若
干
の
職
業
訓
練
を
受
講

し
た
上
で
認
め
ら
れ
る
の
か
を
各
人

に
告
げ
る
。

　

ド
イ
ツ
使
用
者
連
盟
（
Ｂ
Ｄ
Ａ
）

の
フ
ン
ト
会
長
は
、
国
外
資
格
認
定

の
簡
素
化
を
歓
迎
し
な
が
ら
も
「
国

内
労
働
者
の
よ
り
良
い
就
労
機
会
を

確
保
す
る
た
め
、
外
国
人
労
働
者
に

対
す
る
国
内
労
働
市
場
の
開
放
に
当

た
っ
て
は
職
種
な
ど
を
絞
る
必
要
が

あ
る
の
で
は
な
い
か
」
と
、
若
干
の

懸
念
を
示
し
た
。

　

フ
ォ
ン
・
デ
ア
・
ラ
イ
エ
ン
労
働

社
会
相
は
、
不
測
の
混
乱
を
避
け
る

た
め
、
外
国
人
労
働
者
を
必
要
と
す

る
専
門
職
種
を
予
め
限
定
し
て
リ
ス

ト
化
す
る
「
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
」

を
別
途
設
け
る
こ
と
を
提
案
し
て
お

り
、
主
に
電
気
、
機
械
、
自
動
車
分

野
の
熟
練
労
働
者
や
医
師
、
看
護
師

等
を
想
定
職
種
と
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
国
外
資
格
認
定
の

簡
素
化
法
案
に
は
様
々
な
懸
念
の
声

が
挙
が
っ
て
い
る
た
め
、
そ
の
ま
ま

現
在
の
政
府
案
が
成
立
す
る
か
ど
う

か
は
不
透
明
な
状
況
で
あ
る
。

［
注
］

１
．D

irective 2005/36/E
C

 of the 
E

uropean P
arliam

ent and of the 
C

ouncil of 7 S
eptem

ber 2005 on 
the recognition of professional 
qualifications

２
．
国
家
公
認
訓
練
職
種
は
、
中
世
か
ら

続
く
マ
イ
ス
タ
ー
制
度
が
基
盤
と
な
っ

て
お
り
、
ド
イ
ツ
で
は
通
常
二
年
（
事

務
系
）
～
三
年
半
（
電
気
機
械
系
）
の

職
業
訓
練
期
間
を
経
て
、
試
験
に
合
格

す
る
と
、
連
邦
政
府
か
ら
公
的
な
職
業

資
格
が
付
与
さ
れ
る
。

３
．
正
確
に
は
、「
移
民
の
背
景
を
持
つ
者

（P
ersonen m

it M
igrationshinter-

grund

）」
と
表
現
さ
れ
て
お
り
、
ド
イ

ツ
在
住
の
外
国
籍
を
有
す
る
者
の
ほ
か
、

ド
イ
ツ
へ
移
住
し
て
き
て
ド
イ
ツ
国
籍

を
取
得
し
た
者
も
含
む
。

【
参
考
資
料
】

B
undesm

inisterium
 für B

ildung und 
F

orschung (P
ressem

itteilung 
037/2011), T

he A
ssociated P

ress

（W
ednesday, M

arch 23, 2011

）, 
D

eutsche W
elle

（23.03.2011, 
17.11.2010

）

（
国
際
研
究
部
）

フ
ラ
ン
ス

失
業
保
険
制
度
の
改
正
で
労

使
交
渉
妥
結

　

労
働
組
合
と
経
営
者
団
体
の
間
で

行
わ
れ
て
い
た
失
業
保
険
制
度
の
改

正
に
関
す
る
交
渉
が
、
三
月
二
五
日
、

妥
結
に
達
し
た
。
合
意
に
よ
る
と
、

改
正
点
は
季
節
労
働
者
の
失
業
手
当

額
算
定
方
法
の
変
更
な
ど
ご
く
一
部

に
と
ど
ま
り
、
制
度
の
大
枠
に
関
し

て
は
現
行
制
度
を
維
持
す
る
こ
と
と

な
っ
た
。

　

フ
ラ
ン
ス
の
失
業
保
険
制
度
は
、

労
使
同
数
の
代
表
の
合
意
に
よ
り
定

め
ら
れ
た
協
約
に
基
づ
い
て
運
営
さ

れ
て
い
る
。
従
っ
て
、
政
府
が
失
業

保
険
制
度
の
運
営
主
体
と
な
っ
て
い

る
わ
け
で
は
な
い
が
、
政
府
が
協
約

を
承
認
し
、
失
業
保
険
制
度
に
強
制

力
を
持
た
せ
、
そ
れ
を
民
間
部
門
の

全
て
の
雇
用
主
と
被
用
者
に
適
用
さ

せ
て
い
る
。

　

今
回
の
主
な
改
正
点
は
、
傷
病
年

金
（P

ension d'invalidité

）
と
の

併
給
を
認
め
る
こ
と
や
、
季
節
労
働

者
の
失
業
手
当
額
算
定
方
法
の
変
更
、

失
業
保
険
制
度
の
財
政
状
態
が
改
善

さ
れ
た
際
の
保
険
料
率
の
引
き
下
げ

自
動
化
な
ど
。
こ
の
結
果
、
失
業
者

の
失
業
手
当
の
支
給
条
件
や
支
給
額
、

支
給
期
間
な
ど
、
失
業
保
険
制
度
の

大
枠
に
関
し
て
は
、
現
行
制
度
を
維

持
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

今
回
の
合
意
は
、
労
働
側
Ｃ
Ｆ
Ｄ

Ｔ
（
フ
ラ
ン
ス
民
主
労
働
総
連
合
）、

Ｃ
Ｇ
Ｔ
（
フ
ラ
ン
ス
労
働
総
同
盟
）、

Ｃ
Ｇ
Ｔ–

Ｆ
Ｏ
（
労
働
総
同
盟
「
労

働
者
の
力
」）、
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ｃ
（
フ
ラ
ン

ス
キ
リ
ス
ト
教
労
働
者
同
盟
）、
Ｃ

Ｆ
Ｅ–

Ｃ
Ｇ
Ｃ
（
フ
ラ
ン
ス
幹
部
職

員
総
同
盟
）
の
五
労
組
、
経
営
側
Ｍ

Ｅ
Ｄ
Ｅ
Ｆ
（
フ
ラ
ン
ス
企
業
運
動
）、

Ｃ
Ｇ
Ｐ
Ｍ
Ｅ
（
中
小
企
業
組
合
）、

Ｕ
Ｐ
Ａ
（
手
工
業
者
連
盟
）
の
三
団

体
の
間
で
行
わ
れ
た
。
こ
の
合
意
に

対
し
て
は
、
多
く
の
労
働
組
合
が
承

認
す
る
意
向
を
示
し
て
お
り
、
今
年

七
月
一
日
か
ら
適
応
さ
れ
る
見
込
み

で
あ
る
。

　

合
意
内
容
は
以
下
の
通
り
。

○
失
業
補
償
に
関
す
る
二
〇
一
一
年

三
月
二
五
日
の
全
国
協
定

　

失
業
補
償
に
関
す
る
二
〇
〇
八
年

一
二
月
二
三
日
の
全
国
協
定
が
及
ぼ

す
プ
ラ
ス
効
果
、
景
気
、
景
気
が
及

ぼ
す
影
響
、
と
り
わ
け
雇
用
お
よ
び

失
業
者
数
に
及
ぼ
す
影
響
並
び
に
失

業
保
険
の
財
政
均
衡
回
復
の
必
要
性

を
考
慮
し
、
当
事
者
は
次
の
よ
う
に

取
り
決
め
る
。

１
．
二
〇
〇
八
年
一
二
月
二
三
日
の

協
定
の
規
定
お
よ
び
現
行
の
失
業

保
険
制
度
施
行
法
令
は
、
次
の
も
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の
を
除
き
、
引
き
続
き
適
用
さ
れ

る
。

（
１
）
第
二
条
ｂ
）
第
一
段
落
第
一

文

（
２
）
お
よ
び
第
七
条 

上
記
規
定
は
削
除
さ
れ
る
。

２
．
第
二
種
と
第
三
種
の
障
害
年
金

は
、
社
会
保
障
法
典
で
定
め
る
就

業
復
帰
援
助
手
当
と
給
与
と
の
並

行
受
給
条
件
と
同
じ
条
件
で
、
同

手
当
と
並
行
受
給
さ
れ
る
。

３
．
季
節
労
働
者
の
失
業
手
当
の
算

定
に
用
い
ら
れ
る
給
与
に
適
用
さ

れ
る
減
額
係
数
を
廃
止
す
る
。

４
．
直
近
の
二
四
半
期
中
に
、
各
四

半
期
の
収
支
が
五
億
ユ
ー
ロ
以
上

の
黒
字
に
な
り（
注
）、
失
業
保
険

制
度
の
債
務
が
直
近
の
一
二
カ
月

の
平
均
で
計
算
し
た
保
険
料
の

一
・
五
カ
月
分
以
下
で
あ
る
場
合
、

使
用
者
と
被
用
者
の
失
業
保
険
の

保
険
料
率
を
毎
年
一
月
一
日
ま
た

は
七
月
一
日
に
引
き
下
げ
る
。

（
１
）
保
険
料
率
の
引
下
げ
の
計
算

で
は
、
各
四
半
期
の
収
支
の
五

億
ユ
ー
ロ
を
超
え
る
部
分
の
金

額
を
同
期
間
に
支
払
わ
れ
た
保

険
料
の
金
額
で
除
し
、
パ
ー
セ

ン
テ
ー
ジ
に
換
算
す
る
。
こ
の

パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
を
、
使
用
者

負
担
分
と
被
用
者
負
担
分
に
案

分
し
て
適
用
し
、
翌
四
半
期
の

保
険
料
を
引
き
下
げ
る
。

（
２
）
本
条
項
の
規
定
を
適
用
し
た

保
険
料
率
の
引
き
下
げ
で
は
、

年
に
〇
・
四
ポ
イ
ン
ト
を
超
え

て
保
険
料
率
を
引
き
下
げ
る
こ

と
は
で
き
な
い
。

５
．
本
協
定
は
、
二
〇
一
一
年
六
月

三
一
日
か
ら
二
〇
一
三
年
一
二
月

三
一
日
ま
で
の
時
限
協
定
で
あ
り
、

第
四
条
を
除
い
て
二
〇
一
三
年
一

二
月
三
一
日
に
自
動
的
に
失
効
す

る
。
第
四
条
は
二
〇
一
六
年
一
二

月
三
一
日
ま
で
引
き
続
き
効
力
を

有
す
る
。

　

二
〇
一
一
年
三
月
二
五
日
、
於
パ

リ［
注
］

同
一
四
半
期
の
収
支
は
一
度
し
か
算
入
で

き
な
い
。

【
参
考
資
料
】

海
外
委
託
調
査
員
、L

es E
chos

紙

（
国
際
研
究
部
）

中
国

最
低
賃
金
基
準
引
き
上
げ
の

動
き
―
福
建
、山
西
、天
津
な
ど

　

最
低
賃
金
引
き
上
げ
の
動
き
が
広

が
っ
て
い
る
。
先
に
引
き
上
げ
を
決

め
た
北
京
に
引
き
続
き
、
福
建
省
、

山
西
省
、
天
津
市
で
も
最
低
賃
金
基

準
が
見
直
さ
れ
た
。
福
建
省
福
州
市

の
五
区
及
び
福
清
市
、
長
楽
市
の
最

低
賃
金
基
準
月
額
は
九
五
〇
元
に
引

き
上
げ
ら
れ
、
ア
モ
イ
市
の
最
低
賃

金
基
準
月
額
は
、
省
内
最
高
の
一
一

〇
〇
元
と
な
っ
た
。 

福
建
省
で
は
初
め
て
一
〇
〇
〇
元

超
え
に

　

福
建
省
の
最
低
賃
金
基
準
月
額
は
、

一
一
〇
〇
元
、
九
五
〇
元
、
八
五
〇

元
、
七
五
〇
元
の
四
等
級
に
分
類
さ

れ
て
い
る
。平
均
の
伸
び
率
は
二
一
・

九
九
％
。
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
時
間
当

た
り
最
低
賃
金
基
準
額
は
、
一
一
・

六
〇
元
、
一
〇
元
、
九
元
、
七
・
九

元
の
四
等
級
に
分
類
さ
れ
、
平
均
の

伸
び
率
は
一
九
・
九
四
％
と
な
っ
た
。

福
建
省
に
お
け
る
最
低
賃
金
は
、
昨

年
の
三
月
以
降
再
度
の
上
方
改
定
と

な
る
。
今
回
の
見
直
し
は
最
高
で
二

〇
〇
元
の
伸
び
幅
と
な
り
、
ア
モ
イ

市
の
思
明
区
な
ど
六
つ
の
区
で
は
九

〇
〇
元
か
ら
一
一
〇
〇
元
へ
の
見
直

し
が
行
わ
れ
、
省
内
で
最
高
額
と
な

る
と
同
時
に
、
省
内
で
最
低
賃
金
基

準
が
初
め
て
「
一
〇
〇
〇
元
」
を
超

え
る
こ
と
と
な
っ
た
。
ま
た
福
州
市

の
五
区
、
泉
州
な
ど
の
地
区
は
、
第

二
等
級
に
分
類
さ
れ
、
八
〇
〇
元
か

ら
九
五
〇
元
へ
の
引
き
上
げ
が
行
わ

れ
た
。
こ
の
他
、
省
内
の
三
、
四
等

級
の
賃
金
基
準
も
、
そ
れ
ぞ
れ
七
〇

〇
元
か
ら
八
五
〇
元
、
六
〇
〇
元
か

ら
七
五
〇
元
へ
と
引
き
上
げ
ら
れ
た
。

　

現
在
、
こ
の
地
域
の
労
働
力
は
構

造
的
に
不
足
し
て
お
り
、
多
く
の
工

場
が
労
働
力
不
足
の
問
題
を
抱
え
る
。

中
に
は
食
事
と
宿
舎
込
み
で
二
〇
〇

〇
元
以
上
の
報
酬
を
提
示
す
る
工
場

も
あ
る
が
、
そ
れ
で
も
労
働
者
を
充

分
に
確
保
で
き
な
い
の
が
実
情
だ
。

福
州
市
に
あ
る
工
場
の
多
く
は
、
一

般
労
働
者
に
対
し
て
す
で
に
最
低
賃

金
を
上
回
る
賃
金
水
準
を
達
成
し
て

お
り
、
最
低
賃
金
基
準
の
引
き
上
げ

が
経
営
コ
ス
ト
に
与
え
る
影
響
は
そ

れ
ほ
ど
大
き
く
な
い
と
見
る
向
き
も

あ
る
。

山
西
省
は
最
大
増
加
額
一
三
〇
元

　

山
西
省
は
、
現
行
の
最
低
賃
金
基

準
月
額
を
四
月
一
日
よ
り
、
そ
れ
ぞ

れ
一
類
九
八
〇
元
（
旧
八
五
〇
元
）、

二
類
九
〇
〇
元
（
旧
七
八
〇
元
）、

三
類
八
二
〇
元
（
旧
七
一
〇
元
）、

四
類
七
四
〇
元
（
旧
六
四
〇
元
）
に

引
き
上
げ
た
。
今
回
の
見
直
し
で
は
、

最
大
増
加
額
が
一
三
〇
元
、
最
低
で

も
一
〇
〇
元
と
な
っ
た
。
時
間
当
た

り
最
低
賃
金
基
準
も
改
定
さ
れ
、
フ

ル
タ
イ
ム
の
時
間
当
た
り
最
低
賃
金

基
準
額
は
一
類
五
・
六
三
元
、
二
類

五
・
一
七
元
、
三
類
四
・
七
一
元
、

四
類
四
・
二
五
元
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム

の
時
間
当
た
り
最
低
賃
金
基
準
額
は

一
類
一
〇
・
八
元
、
二
類
九
・
九
元
、

三
類
九
元
、
四
類
八
・
一
元
と
な
っ

て
い
る
。

天
津
市
は
企
業
の
給
与
水
準
引
上

げ
を
促
す

　

天
津
市
で
も
四
月
一
日
か
ら
最
低

賃
金
基
準
月
額
が
現
行
の
九
二
〇
元

か
ら
一
一
六
〇
元
に
引
き
上
げ
ら
れ

た
。
増
加
額
は
二
四
〇
元
。
パ
ー
ト

タ
イ
ム
の
時
間
当
た
り
最
低
賃
金
も

八
・
八
元
か
ら
一
一
・
六
元
に
引
き

上
げ
ら
れ
、
今
回
の
見
直
し
は
、
天

津
市
の
最
低
賃
金
制
度
史
上
、
最
高

の
増
加
額
及
び
伸
び
幅
を
示
す
も
の

と
な
っ
た
。

　

ま
た
、
最
低
賃
金
基
準
の
大
幅
な

引
き
上
げ
以
外
に
も
、
企
業
の
給
与

水
準
の
引
き
上
げ
を
促
す
企
業
給
与

指
導
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
の
引
き
上
げ
が

行
わ
れ
た
。
上
限
ラ
イ
ン
は
二
二
％

に
据
え
置
か
れ
た
も
の
の
、
ベ
ー
ス

ラ
イ
ン
が
一
五
％
か
ら
一
六
％
に
、

下
限
ラ
イ
ン
は
六
％
か
ら
七
％
に
、

そ
れ
ぞ
れ
一
％
ず
つ
引
き
上
げ
ら
れ

た
。
さ
ら
に
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
業
、

宿
泊
飲
食
業
、
レ
ン
タ
ル
サ
ー
ビ
ス

業
な
ど
、
比
較
的
収
入
の
低
い
三
業

種
に
対
す
る
業
種
別
賃
金
指
導
ラ
イ

ン
が
示
さ
れ
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
が
一

三
％
、
宿
泊
飲
食
業
が
一
一
％
、
レ

ン
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
業
が
一
八
％
と

な
っ
た
。
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